
商標の国際登録制度(マドリッド制度)における
国際登録願書(MM2)の書き方と、その後の手続について

特許庁審査業務部出願課 国際意匠・商標出願室

令和３年度 知的財産権制度説明会（実務者向け）



特許庁 1

１

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）４

その他の手続５

２ マドプロ出願後の手続

マドプロ出願のための手続



特許庁 2

１

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）４

その他の手続５

２ マドプロ出願後の手続

マドプロ出願のための手続



1.（１）はじめに

特許庁 3

「マドプロ出願」をされる前にご確認ください。

 商標権を取得したい国は、マドプロ加盟国ですか？

 日本に基礎となる商標出願／商標登録がありますか？

 出願人は日本国民ですか？又は日本国内に住所もしくは居
所（法人の場合は営業所）を有していますか？

 海外で取得したい商品・役務が基礎に含まれていますか？



1.（２）マドプロ出願の流れ

特許庁 4

本国官庁出願人 国際事務局

・出願書類作成
（MM2 他）

・記載不備対応

・欠陥通報応答

・方式審査

・欠陥通報応答審査

・方式審査

・国際登録

・指定国へ通報



1.（３）提出書類

特許庁 5

②願書(MM2)①特許印紙を
貼付した書面

・特許印紙9,000円分
を貼付（「電子現金納付」
の場合は納付番号を記載）

【記載項目】
a) 提出日, b) 出願人名, 
c) 基礎出願又は基礎登録の番号,
d) 出願人整理番号

・言語は英語を使用
・手書き不可
・ステープラーでは綴じずに
クリップなどでとめる

③MM18
（USを指定する場合のみ）

④MM17
（任意）

・欧州(EM)を指定する場合で、
かつ、欧州加盟国で既に登録
されている自己の商標登録の
優先順位を主張する場合にのみ
MM17を提出

・米国(US)を指定する場合
はMM18（標章を使用する
意思の宣言書）が必須

・出願人が2名以上いる場合
は出願人毎にMM18を提出

・写しでも可

（特許印紙）

• 以下の①・②（必要な場合は③・④も）の書類を各１部提出ください。
※委任状・優先権証明書類の添付は不要。 ※①、②については原本提出。



1.（４）提出先/提出方法

特許庁 6

【提出先】
• 願書(MM2)は、本国官庁（日本国特許庁）に提出する必要があります。
• 国際事務局に直接提出することはできませんのでご注意ください。

【提出方法】

窓口 郵送

特許庁
国際意匠・商標出願

受付カウンター
平日午前9時～午後５時

＜宛先＞
〒100-8915
東京都千代田区霞が関三丁目4番3号

特許庁審査業務部出願課
国際意匠・商標出願室

＜注意点＞
郵送の場合、書類が特許庁に到着した日が受付日となりますので御注意ください（到達主義）。

※インターネット・FAXによる出願は受け付けていません。



1.（５）手数料

特許庁 7

• 特許庁と国際事務局のそれぞれに手数料の納付が必要。

一件あたりの手数料 支払方法 支払時期

特許庁に
納付する手数料 ９，０００円

特許印紙
または

電子現金納付
願書提出時

国際事務局に
納付する手数料

基本手数料
(653CHF/903CHF)

＋
指定国の手数料

WIPOの口座に振込※注１

（スイスフラン建て）
原則として

願書提出前※注２

注１）WIPO予納口座を開設している場合は、同口座からの引落しによる支払いが可能（開設には一定の条件有り）。
注２）特許庁に願書を提出した後の支払いも可。ただし、あらかじめ願書に支払者名と支払日の記載は必要。

（遅くとも、国際事務局が願書を受領するまでに手数料を支払う必要有り。MM2の特許庁提出後1か月以内が目安。）

国際事務局に納付すべき手数料の金額を、下記のWIPOのサイトで簡単に計算することが可能。
「Fee Calculator」（ https://www.wipo.int/madrid/feescalculator/ ）
 WIPOのHPから: Home› IP Services› Madrid System› Fees/Fee Calculator
 特許庁のHPから: ホーム > 制度・手続 > 商標 > 【商標の国際出願】マドリッド協定議定書による国際出願

＞ 【商標の国際出願】手数料 ＞手数料計算（Fee Calculator）WIPOホームページへ（外部サイトへリンク）

https://www.wipo.int/madrid/feescalculator/


1.（６）様式

特許庁 8

• 願書の作成には、MM2という公式様式を使用する必要有り。
• MM2の様式は、特許庁ホームページからWordファイルなどで入手可能。

ダウンロード
して編集

ホーム > 制度・手続 > 商標
> 【商標の国際出願】マドリッド協
定議定書による国際出願
> 【商標の国際出願】願書など様式

MM2、MM4、MM5、
MM11、MM17、及び
MM18の様式が掲載。

※WIPOホームページからも
入手可能。

https://www.wipo.int/madrid/en/forms/

(URL) https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/yoshiki/gansho.html

https://www.wipo.int/madrid/en/forms/
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/yoshiki/gansho.html


1.（７）願書（MM2）の記載要領①

特許庁 9



1.（７）願書（MM2）の記載要領②

特許庁 10



特許庁 11

1.（７）願書（MM2）の記載要領③



1.（７）願書（MM2）の記載要領④

特許庁 12



1.（７）願書（MM2）の記載要領⑤

特許庁 13



1.（７）願書（MM2）の記載要領⑥

特許庁 14



1.（７）願書（MM2）の記載要領⑦

特許庁 15



1.（７）願書（MM2）の記載要領⑧

特許庁 16



1.（７）願書（MM2）の記載要領⑨

特許庁 17



1.（７）願書（MM2）の記載要領⑩

特許庁 18



特許庁 19

1.（７）願書（MM2）の記載要領⑪



1.（７）願書（MM2）の記載要領⑫

特許庁 20

ＥＭ（欧州連合）を指定締約国とした場合、
第2言語の選択が必要です



1.（７）願書（MM2）の記載要領⑬

特許庁 21



1.（７）願書（MM2）の記載要領 ＜手数料の計算①＞

WIPO Fee Calculator• Fee Calculator（手数料計算ツール）の使い方

MM2の本国官庁受理日

手続種別

本国官庁 (Japan)

第10欄(a)で指定した区分数

＜サンプル＞
出願日：2021年8月31日
指定国：オーストラリア、フランス、イギリス
第10欄(a)：3区分
第10欄(b)：イギリス 2区分

MM2

22特許庁



1.（７）願書（MM2）の記載要領 ＜手数料の計算②＞

• Fee Calculator（手数料計算ツール）の使い方（続き） ＜サンプル＞
出願日：2021年8月31日
指定国：オーストラリア、フランス、イギリス
第10欄(a)：3区分
第10欄(b)：イギリス 2区分

MM2

個別手数料：イギリス

【手動で変更】第10欄(b)で ２区分に限定

必要な情報を入力すれば
自動で計算

第10欄(b)で
区分数を減らした場合のみ

手動で変更

計算結果に反映

基本手数料（標章：白黒）

個別手数料

総計＝WIPOに送金する金額

23特許庁

付加手数料



1.（７）願書（MM2）の記載要領 ＜MM18の作成＞

記載箇所は４箇所
②③④は印字

①

②

③

④

① Signature：
・出願人が署名（漢字可）
・法人の場合は、代表権を有する者

② Signatory’s Name：
署名者の氏名 「名⇒姓」の順

③ Signatory’s Title：
法人の場合は、署名者の肩書き

例：「President」
「General Manager」 など

個人の場合は、「Applicant」

④ Date of execution：
署名した日

Taro TOKKYO

President

01/10/2021Taro Tokkyo

※MM2と同時に提出
※写しでも可

• (米国を指定する場合のみ) 標章を使用する意思の宣言書【MM18】の記載要領

24特許庁



1.（７）願書（MM2）の記載要領 ＜指定商品・役務の検討＞

特許庁

• 第10欄：指定商品・役務リストは、基礎出願・登録の範囲内に収める。

マドプロ出願の指定商品・役務 ≦ 基礎出願・登録の指定商品・役務
例：第25類「スニーカー」をマドプロ出願で指定するには・・・

類似商品・役務審査基準 第25類

マドプロ出願 ≦ 基礎出願・登録
「スニーカー」 ＝ 「スニーカー」
「スニーカー」 ＜ 「靴類」

「スニーカー」 ＜ 「履物」

「スニーカー」を
包含する商品が

基礎にあればＯＫ

25特許庁



1.（７）願書（MM2）の記載要領 ＜商品・役務名の英訳①＞

• 第10欄：指定商品・役務リスト 指定商品・役務の英訳の作成
データベース メリット デメリット

類似商品・役務
審査基準

（国際分類表）

・国内の商品相互の関係の把握が可能

・各商品役務の参考英訳を掲載
⇒商品役務の英訳作成に有用

・国際的に通用する「国際分類表」に掲載
されている商品役務を併せて掲載

⇒国際事務局で原則許容される

・国内向けの基準。国際事務局／指定国との
関係では必ずしも適切な商品・役務として
認められない場合がある

例：「(注)」の表示があるもの
⇒過去欠陥通報の対象となった商品役務

・「国際分類表」掲載の商品役務は参考表示。
審査基準に記載の商品役務に含まれるとは
限らない

Madrid 
Goods & Services

Manager
（MGS)

・国際事務局がマドプロ出願のために作成
⇒原則許容される

・英日、日英翻訳の双方に対応

・日本の審査基準との互換性は高くない
⇒基礎の範囲内に収まる商品役務か要検討

J-PlatPat
商品・役務名検索

・商品役務を複数のデータベースから一括
検索可能（類似商品・役務審査基準/国際
分類表/MGS/日本の審査での採用例など）

・商品役務の表示に加え、区分及び類似群
コードで絞り込むことが可能

・国際事務局／指定国との関係では必ずしも
適切な商品役務として認められない場合が
ある（類似商品・役務審査基準/日本の
審査で採択されたもの など）

・英訳がない場合がある

26特許庁



1.（７）願書（MM2）の記載要領 ＜商品・役務名の英訳②＞

類似商品・役務審査基準 Madrid Goods & Services Manager (MGS)

類似商品・役務審査基準 WIPO MGS 英語版有り

Ｊ-PlatPat

「商標」メニューから
「商品・役務名検索」

J-PlatPat
商品・役務名検索

27特許庁



特許庁 28

１

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）４

その他の手続５

２ マドプロ出願後の手続

マドプロ出願のための手続



２.（１）本国官庁による審査

特許庁 29

本国官庁出願人 国際事務局

・出願書類作成
（MM2 他）

・記載不備対応

・欠陥通報応答

・方式審査

・欠陥通報応答審査

・方式審査

・国際登録

・指定国へ通報



２.（１）本国官庁による審査 ＜方式不備の通知＞

特許庁 30

国際事務局本国官庁
 願書様式
 出願人適格
 標章の同一性
 商品・役務範囲

提出されたMM2が
・基礎出願・登録との同一性が認められない時
・規則に定める要件を満たしていないと判断する時 など

訂正の期間
・方式不備の連絡をした日から原則14日以内（目安）

③

方式不備の連絡
①

差替書面の提出

②

訂正の方法：

MM2：本国官庁による審査

出願人



• 本国官庁による認証後、国際事務局に対してMM2を送付。
• 商標法68条の3第3項に基づき、送付した願書の写しを出願人にも送付。

国際事務局本国官庁
②

68条の3
通知

①
MM2

出願人

68条の3第3項に基づく通知 送付したMM2の写し

提出／差替したものと
相違ないか

確認してください

31特許庁

２.（２）国際事務局に送付した願書の写しの送付



２.（３）国際事務局による審査

特許庁 32

本国官庁出願人 国際事務局

・出願書類作成
（MM2 他）

・記載不備対応

・欠陥通報応答

・方式審査

・欠陥通報応答審査

・方式審査

・国際登録

・指定国へ通報



２.（３）国際事務局による審査 ＜欠陥通報＞

特許庁 33

国際事務局
 方式審査
 分類審査
 手数料確認

◆ 料金欠陥通報（R１１）
◆ 指定商品（役務）分類欠陥通報（R１2）
◆ 指定商品（役務）表示欠陥通報（R１3）
◆ その他の欠陥通報（R１1）

MM2：国際事務局による審査

本国官庁

「分類欠陥」に対し「意見書」
「表示欠陥」に対し「是正提案書」

応答の方法：

①

①

「分類欠陥」「表示欠陥」以外の欠陥は、
出願人が国際事務局へ直接応答 Contact 

Madrid
による応答E-Payment

銀行振込

②
④

欠陥通報
提出されたMM2が規則に
定める要件を満たして
いないと判断する時

本国官庁へ３０日以内
（国際事務局への提出は３月以内）

③基礎範囲
再チェック

出願人



（参考）欠陥通報に対する応答書面の見本

特許庁 34

意見書（見 本）

特許庁長官 殿
年 月 日

１．事件の表示

特許庁整理番号

手続者が付した書類記号・番号

基礎出願（登録）番号

ＷＩＰＯの書類記号・番号

２．手続をした者（国際登録出願に使用した言語で記載してください）

氏 名（名 称）
住 所（居 所）

３．代理人

氏 名（名 称）
住 所（居 所）

４．意見の内容

別紙の通り

（別紙記載例）

Madrid Registry
Brands and Designs Sector
International Bureau of the 
World Intellectual Property Organization (WIPO)

Date: dd/mm/yyyy

WIPO ref.:  EN-I/000000000/XX
Our ref.:
Office ref:  2021-3XXXXX

Re: International application based on the national registration 
No. XXXXXXX

Dear Sirs,

Referring to your irregularity notice of 29 July, 2021 on the 
application of HATSUMEI CORPORATION.

（注）特許庁では別紙に国際意匠・商標出願
室長名のカバーレターを付して国際事務局へ
送付します。別紙は全て英語により作成し、
事件の表示などを記載してください。

（例）・日付
・事件の表示
・出願人名
・WIPOの書類記号
・意見の内容 など

（WIPOの提案に意見を述べる場合）
例：We prefer to amend A to B.
(WIPO提案を受け入れる場合）
例：We agree to your suggestion to 
change A to B.
（不備指摘があったものを削除する場合）
例：We prefer to delete A.

なるべくシンプル
な応答が好ましい



（参考）料金欠陥の対応 E-paymentによる支払手続

特許庁

WIPO reference 
number を入力

WIPO E-payment

HATUMEI CORPORATION
××××

××××
××××

1123456789
New application

必要額、支払い額、不足額（＝送金額）

案件書誌情報と不足額の確認
（誤送金の回避）が可能

支払い方法の選択
（クレジット払い可能）

2021-166666

出願人、手続種別、基
礎出願/登録番号など

の案件情報
××××

35



２.（４）Madrid Monitorでの経過情報の確認①

特許庁 36

②検索キーとなる情報（特許庁整理番号や
基礎番号など）を入力し”Search” 

③”Status”列で、
処理状況が確認可能

例: Examination(審査中)
Irregularity letter(欠陥)
Translation(翻訳中)

××××××

Madrid Monitor

①“realtime search”
から検索



２.（４）Madrid Monitorでの経過情報の確認②

特許庁 37

××××

「Type」列の「New application」に
付されたWIPO Reference numberを
クリックするとウインドウが立ち上がり、
国際事務局におけるMM2の処理状況を
確認できます。

出願人氏名・
住所・商品役務など
に誤記がないか？
Limitation listは
正しく掲載
されているか？etc..

誤った内容で国際登録
されないよう、登録証が
発行される前に内容を
確認しておくことを
おすすめします。



２.（５）国際登録証の送付/指定国への通報

特許庁 38

本国官庁出願人 国際事務局

・出願書類作成
（MM2 他）

・記載不備対応

・欠陥通報応答

・方式審査

・欠陥通報応答審査

・方式審査

・国際登録

・指定国へ通報



２.（５）国際登録証の送付/指定国への通報

特許庁 39

国際事務局

国際登録簿

国際登録
名義人

指定国官庁

国際
登録証

指定
通報

内容が間違って
いないか再度
確認してください

指定国での
審査開始

※注：国際登録の時点では、指定国における権利は発生していない。



２.（６）指定国による審査
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国際登録
名義人

指定国官庁
確認通知や国内公表・その他の
お知らせや登録証を発出する
指定国もある

B 暫定的拒絶通報
（日本での拒絶理由通知書）

期間内（1年又は18月）に
通報がなければ、その国で
は保護が認められたことに

A 保護認容声明
2011年1月より

全ての加盟国で義務化

限定の通知

現地代理人 指定国の国内法による手続

限定の申請
（MM6)

又は

A

B

B’

国際事務局

国際登録簿



（参考）各国の制度
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中国 アメリカ 韓国 欧州連合 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

言 語 英語/仏語 英語 英語 英語/仏語/西語 英語

個別手数料の
支払い 要 要 要 要 要

拒絶通報期間 18月(※1） 18月 18月 18月 18月

拒絶応答期間 １5日 ６月 ２月 ２月 ４月

現地代理人
（応答手続） 要 要 要 要 不要(※2)

＜日本国特許庁 HP掲載＞
 外国産業財産権制度情報 （https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/index.html）
 「マドリッド協定議定書に基づく国際商標出願に関する各国商標法制度・運用」報告書

（https://www.jpo.go.jp/resources/report/takoku/modopro_syohyoseido.html）

※1 名義人の締約国が議定書にのみ加盟している場合
※2 シンガポールにおける書類送付先住所を届け出る必要有り

• 締約国制度の詳細な情報は、各国官庁又は専門家を通じて入手する必要有り。
• WIPO「Madrid Member Profile」でも基本的な情報は掲載。

（URL: https://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/#/）

https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/index.html
https://www.jpo.go.jp/resources/report/takoku/modopro_syohyoseido.html
https://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/#/
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１

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）４

その他の手続５

２ マドプロ出願後の手続

マドプロ出願のための手続



３.（１）事後指定（MM4）

特許庁 43

国際登録の事後指定手続（様式MM4）とは...
• 国際登録後に保護の領域を拡張（新たに締約国を指定）する手続。
• 国際登録の指定商品（役務）と完全同一でなくとも可（範囲内の必要有り）。
• ①特許庁（本国官庁）経由、②国際事務局に直接、いずれでも手続可能。

＜個別国における留意事項①＞
エストニア、ナミビア、フィリピン、
インド及びブラジルの５か国は、
これらの国のマドプロ加盟前の
国際登録に基づく事後指定は不可。

＜個別国における留意事項②＞
米国については、標章を使用する意思
の宣言書（MM18）が必要。

 手続は、国際登録後に可能。

 存続期間は、国際登録に従う。

→効力発生日は、更新手続などの他手続と
の関係で選択可能。（様式第7欄）

ポイント・留意点



３.（２）更新（MM11）
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国際登録の更新手続（様式MM11）とは...
• 国際登録の存続期間を更に１０年にわたって更新する手続。
• 国際登録に関する変更手続（例：商品・役務の減縮）を含めることはできない。
• ①特許庁（本国官庁）経由、②国際事務局に直接、いずれでも手続可能 。

 本国官庁が日本国特許庁である国際登録につ
いて特許庁経由で手続可能。

 国際事務局による存続期間の満了前６月の非
公式なサービス通知有り。

 存続期間満了後６月の猶予期間（追加手数料
の支払いが必要）。

 特許庁（本国官庁）の受理日に法的効果なし。

→満了前１月を切った場合には、直接国際事務
局に手続してください。

ポイント・留意点
＜様式：更新対象について＞
 第３欄：保護を更新したい全ての
指定国についてチェック

 手数料：指定国で一部商品・役務
について保護の拒絶がされている
場合には保護された区分について
のみ更新手数料を支払えばＯＫ。
→その後の抗告手続などで新たに

保護が認められた場合は、次回更新
時から更新手数料に含めればよい。



３.（３）名義変更（MM5）
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国際登録の名義変更手続（様式MM5）とは...
• 国際登録について名義人（権利者）を変更する手続（×：名称／住所変更）。
• 一部の指定国、及び一部の指定商品・役務についてのみの変更も可能。
• ①特許庁（本国官庁）経由、②国際事務局に直接、いずれでも手続可能。

 譲渡人又は譲受人のいずれかが日本国民
又は日本国内に住所／居所を有するよう
な場合に、特許庁経由で手続可能。

 同一内容の名義変更（譲渡・譲受人）で、
全指定国に全指定商品・役務についての
名義変更であれば、複数登録について
一括手続が可能。

→手数料は１登録につき177スイスフラン。

ポイント・留意点 ＜参考情報＞
 証明書類の添付は不要。
 譲受人（新名義人）が代理人を選
任する場合には、必ず第５欄の記
載が必要。
→譲渡人（旧名義人）と同じ代理人

を選任する場合であっても、
要記載。

※新名義人の署名／押印が必要



３. （参考）インターネットを利用した各種手続
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• 事後指定手続（MM4）・更新手続（MM11）は、
WIPOのツールを用いて、インターネットによる手続が可能。

事後指定（E-Subsequent Designation）

 国際登録番号、指定国・指定商品や

役務などの情報を入力→手数料自動計算

 クレジットカード／WIPO開設口座の使
用のみ（特許庁への手数料は不要）

更新（E-Renewal） ※要WIPOアカウント

 国際登録番号、対象の指定国などを選
択→手数料自動計算（利用は満了前3月
~）

 クレジットカード／WIPO開設口座の
使用のみ（特許庁への手数料は不要）



３. （参考）各種手続の基準日について
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ポイント・留意点

MM2
（願書）

国際登録日・・本国官庁の受理日
(本国官庁が受理してから2月以内に国際事務局が受理した場合のみ注)
 国際登録日に指定国に直接出願した場合と同一の効果
 存続期間は国際登録日から10年（更新可）

MM4
（事後指定）

事後指定日・・本国官庁の受理日
(本国官庁が受理してから2月以内に国際事務局が受理した場合のみ注）
 事後指定日に指定国に直接出願した場合と同一の効果
 国際事務局に直接手続した場合は、国際事務局が受理した日が事後指定日
 存続期間の起算日は、国際登録日

MM5
（名義変更）

名義変更日・・国際登録簿の記録日 (原則として国際事務局の受理日)

 本国官庁のMM5受理日に法的効果なし

MM11
（更新）

更新期限日・・存続期間満了日 (追加手数料の支払いを条件に、6月の猶予期間有り)

 本国官庁のMM11受理日に法的効果なし

（注）本国官庁が受理日した日から2月を超えてMM2(MM4)を国際事務局が
受理した場合は、国際事務局の受理日が国際登録日（事後指定日）となる。
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１

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）４

その他の手続５

２ マドプロ出願後の手続

マドプロ出願のための手続



４. 基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）①
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• セントラルアタックの対象となるケース：
 国際登録日から5年経過前に、指定商品(役務)が補正により減縮して登録（減縮部分のみが取消）
 国際登録日から5年経過前に、存続期間が満了
 国際登録日から5年経過前に、拒絶、無効、取下げ、放棄が確定
 国際登録日から5年経過前に拒絶査定不服審判が請求され、拒絶が確定(5年経過後を含む)
 国際登録日から5年経過前に異議申立・登録無効(取消)審判が請求、商標権が取消(5年経過後を含む)

【指定国官庁】

⑦取消
(全部/一部)

【本国官庁】

基礎
商標

【名義人】 【国際事務局】

⑤国際登録簿
に取消を記録

④取消の請求
通報

②事前に通報
内容を通知 ①消滅の

範囲の確認

⑥取消の
通報

⑥取消の通報

③確認

• セントラルアタック事由の発生から権利消滅までの流れ：



４. 基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）②
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• セントラルアタックによって国際登録が取り消された場合でも、一定の要件
の下で国際登録日（事後指定日）の利益を保持したまま指定国の国内出願へ
の転換（トランスフォーメーション）が可能。

【要件】
国際登録が取り消された日(※)から３月以内に、指定した締約国官庁に

以下の全ての要件を満たす商標出願を行うこと。
 出願人及び標章が、取り消された国際登録と同一
 指定商品（役務）が、国際登録において指定されていた商品（役務）に

含まれる
 指定国が法令などで定める要件（出願手数料を支払うなど）を満たしている

【効果】
国際登録日（事後指定日）にされた商標出願とみなされる

※国際登録が取り消された日＝国際事務局が取消しを記録した日 (date of recording)
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１

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）４

その他の手続５

２ マドプロ出願後の手続

マドプロ出願のための手続



５. その他の手続
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• その他、国際登録に関して国際事務局に対する各種手続有り。
• いずれも国際事務局に直接手続する必要が有り、特許庁（本国官庁）経由で

の手続は不可。

国際事務局に対する主な手続としては...
手続の名称 手続の内容 様式

商品・役務の減縮  一部又は全部の指定国において商品・役務の一部
を減縮する手続 MM6

名義人の氏名・住所などの
変更

 名義人の氏名（名称）又は住所、法人の場合に
法的性質を変更する手続 MM9

代理人の選任
 新たに国際事務局に対する代理人を選任する手続
 出願（MM2）及び名義人の変更（MM5）の申請

においても可能
MM12

記録（国際登録簿）の更正  国際登録簿の誤りを更正する手続（出願人・名義
人による誤りは対象外） MM21



５.（参考）特許庁HPにおける関連情報
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制度の概要説明
締約国の一覧
願書など様式（ダウンロード）
手数料

…といった情報を掲載

②



５.（注意）WIPO国際事務局以外の者からの手数料請求
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• 出願人、名義人又は代理人が、WIPO国際事務局や官庁などとは無関係の者
から手数料の支払いを請求される事例有り。

• 条約などに基づく手数料納付であるか否か、その内容に充分ご注意ください。

 WIPO国際事務局のウェブサイトで
も同様の警告有り（実例も掲載）

※このような支払いを行っても、条約に
基づく国際出願の処理や標章の保護に
法的効果は得られません 。



ありがとうございました

〒100-8915
東京都千代田区霞が関３－４－３

TEL:03-3581-1101
本国官庁担当 （内線2671）
指定国官庁担当（内線2672）

特許庁審査業務部出願課 国際意匠・商標出願室
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